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平成２７年度 人事行政の運営等の状況の公表      

 

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（平成２７年度実施）   

職 種 
申込者数 

（人） 

受験者数 

（人） 

合格者数 

（人） 
倍 率 

採用者数 

（人） 

事 務 

（7/26実施） １５３ １３５ ８ １６．９ ８ 

（1/31実施） 

（任期付） 
３５ ３３ ４ ８．３ ４ 

（1/31実施） 

（任期付短時間） 
４２ ３７ １５ ２．５ １５ 

事務（身体

障がい） 

（7/26実施） ２ ２ １ ２．０ １ 

（1/31実施） 

（任期付短時間） 
０ ０ ０ ０ ０ 

社会福祉主

事 

（1/31実施） 

（任期付短時間） 
１ １ １ １．０ ０ 

土 木 

（7/26実施） ８ ４ １ ４．０ １ 

（9/20実施） 

（経験者） 
２ ２ ２ １．０ ０ 

（9/20実施） 

（高等学校卒） 
２ ２ ２ １．０ ２ 

（1/31実施） ４ ４ ２ ２．０ ２ 

建 築 

（7/26実施） ２ ２ １ ２．０ １ 

（9/20実施） 

（経験者） 
０ ０ ０ ０ ０ 

（1/31実施） ６ ４ ２ ２．０ ２ 

電 気 （7/26実施） １ １ １ １．０ １ 

機 械 （1/31実施） ７ ６ １ ６．０ １ 

保育士・ 

教諭 

（7/26実施） １７ １６ ２ ８．０ ２ 

（9/20実施） 

（児童学園） 
３ ３ １ ３．０ １ 

（9/20実施） 

（経験者） 
８ ８ ２ ４．０ ２ 

（9/20実施） 

（任期付） 
３ ３ １ ３．０ １ 

（1/31実施） 

（任期付） 
７ ６ ５ １．２ ５ 

（1/31実施） 

（任期付短時間） 
６ ６ ２ ３．０ ２ 
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保育士 

（2/21実施） 

（任期付） 
３ ３ ２ １．５ ２ 

（2/21実施） 

（任期付短時間） 
３ ３ １ ３．０ １ 

幼稚園教諭 

（2/21実施） 

（任期付） 
１ １ ０ ０ ０ 

（2/21実施） 

（任期付短時間） 
１ １ ０ ０ ０ 

保健師 

（1/31実施） 

（任期付） 
３ １ １ １．０ ０ 

（2/21実施） 

（任期付） 
２ ２ １ ２．０ ０ 

介護認定調

査員 

（1/31実施） 

（任期付短時間） 
３ ２ １ ２．０ １ 

管理栄養士 
（1/31実施） 

（任期付短時間） 
４ ４ １ ４．０ １ 

栄養士 
（1/31実施） 

（任期付短時間） 
３ ２ １ ２．０ １ 

消 防 （9/20実施） ３０ ２６ ３ ８．７ ３ 

看護師 （7/26実施） ９ ９ ５ １．８ ５ 

臨床検査技

師 
（11/29実施） ７ ７ １ ７．０ １ 

臨床工学技

士 
（12/20実施） ３ ３ １ ３．０ １ 

理学療法士 （11/29実施） ７ ７ ２ ３．５ ２ 

診療情報管

理士 
（3/6実施） ４ ４ １ ４．０ １ 
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２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴  職員の採用及び退職の状況 

職  種 平成２７年度中退職（人） 平成２７年度中採用（人） 

事務職 １６ ７ 

事務職（任期付） １ ８ 

事務職（任期付短時間） １１ １４ 

保育士・教諭職 １０ ５ 

保育士・教諭職（任期付） ５ ６ 

電気職 ３  

機械職  １ 

土木職 ８ ３ 

土木職（任期付） １ １ 

保健師  １ 

保健師（任期付） １ １ 

医師 ５ ５ 

薬剤師 １ １ 

臨床工学技士 １ ２ 

臨床検査技師 １ ３ 

理学療法士  １ 

看護師 １６ ８ 

消防士 ５ １ 

技能労務職 ９  

教育職 ３ ３ 

再任用 １ １１ 

再任用（短時間） ４ ９ 

合計 １０２ ９１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

⑵ 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

   

 

 部門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成２７年 平成２６年 

一 

般 

行 

政 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

     ９ 

   １１９ 

    ３８ 

   １２７ 

    ８７ 

     １ 

    １６ 

     ２ 

    ６０ 

    １０ 

   １２０ 

    ３８ 

   １３１ 

    ９０ 

     １ 

    １５ 

     ２ 

    ６０ 

   △ １ 

   △ １   

       

△ ４ 

   △ ３ 

    

      １ 

       

       

 議会事務局の事務の見直し 

 市史編さん課の廃止など 

 

保育所業務の見直しなど 

ごみ処理業務の見直しなど 

 

産業振興課の業務増 

 

 

小  計    ４５９    ４６７    △ ８  

特 

別 

行 

政 

教  育 

消  防 

    ８５ 

    ９５ 

    ８６ 

    ９５ 

   △ １ 

      

教育推進室の事務の見直しなど 

 

小  計    １８０    １８１    △ １  

公 

営 

企 

業 

等 

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

   ３０２ 

    ２８ 

    ３９ 

    ３０ 

   ３０８ 

    ２８ 

    ３９ 

    ２９ 

   △ ６ 

     

   

     １ 

看護師の減員 

 

 

高年介護課の業務増による 

小  計    ３９９    ４０４ △ ５  

合 計  １,０３８  １，０５２ △１４  

 

 

３ 職員の給与の状況   

⑴  人件費の状況（普通会計決算）    

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

 

 

人 件 費 

Ｂ 

 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 

 （参考） 

２６年度の人件費率 

 
平成27年度 

人 

   ９３，１７３ 

千円 

 34,208,100 

千円 

  6,154,352 

％ 

    １８．０ 

         ％ 

      １８．２ 

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給     与     費 １人当たりの給与費 

    Ｂ／Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

平成28年度 
   人 

 ７０９ 

    千円 

  2,554,614 

     千円 

     607,672 

851,138 

     千円 

   989,275 

    千円 

  4,151,561 

        千円 

     ５,８５５ 

    ※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

     給与費は、当初予算に計上された額です。 
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⑶ ラスパイレス指数の状況 

平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度 

99.3 98.9 

106.5(※1) 

 98.4(※2) 

 100.0(※3） 

107.5(※1) 

 99.3(※2) 
98.9 

   ※1 当該年度の４月１日時点の数値 

   ※2 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）による 

給与減額措置がない場合の数値 

   ※3 高砂市実施の給与減額実施時点（平成２５年７月１日）の数値 

 

 ⑷ 職員の平均年齢と平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４３歳 ９月 ３３１，７１１円 

技能労務職 ５３歳 ４月 ３６２，７９２円 

  

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在） 

区   分 
経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 
大学卒 260,125円 35歳 7月  316,933円 38歳 2月  355,800円 42歳 7月 

高校卒 該当職員なし 該当職員なし 305,200円 41歳 3月 

技能労務職 高校卒 該当職員なし 該当職員なし 327,100円 47歳 7月 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在） 

区     分 初 任 給 ２年後の給料 

  

一般行政職 
大学卒   185,100 円   195,600 円 

高校卒   150,400 円   157,300 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な職務内容 

部 長 

室 長 

局 長 

室 長 

次 長 

局 長 

課 長 

主 幹 

副課長 

係 長 

主 任 

事務吏員 

技術吏員 

事務吏員 

技術吏員 

事務員 

技術員 
 

職 員 数 １３人 ２４人 ６８人 １７１人 ４４人 ３９人 １８人 ３７７人 

構 成 比   3.4 ％   6.4 ％  18.0 ％  45.4 ％  11.7 ％  10.3 ％  4.8 ％   100 ％ 

参 

考 

１年前の構成比   3.1 ％   6.5 ％  18.3 ％  48.8 ％   9.7 ％   8.1 ％  5.5 ％   100 ％ 

５年前の構成比   2.8％   7.1 ％  18.3 ％  55.5 ％  6.9 ％   7.6 ％  1.8 ％   100 ％ 

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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 ⑻ 職員手当 

  ア 期末手当及び勤勉手当   

支給実績（平成２７年度普通会計決算） 

                ９８０，５０９ 千円  

１人当たり平均支給額（平成２７年度普通会計決算） 

               １，４３５，５９１ 円 

（平成２７年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

 ６月期  １．２２５月分  ０．７５～０．７９ 月分 

１２月期  １．３７５月分  ０．８１～０．９３ 月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

  イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

 

  ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（平成２７年度普通会計決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成２７年度普通会計決算） 

全 市 域 

３％ 

（７月以降

４％） 

 

１０２，９７５千円    １５０，７６８ 円 

  エ 特殊勤務手当 

 支給実績（平成２７年度普通会計決算）    １３，１９３ 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度普通会計決算）     ９３，５６７ 円 

 手当の種類（手当数）        ２２ 

  オ 時間外勤務手当 

平成２７年度普通会計決算 
支 給 総 額   １６８，３４９  千円 

職員１人当たり支給年額   ３００，０８７   円 

平成２６年度普通会計決算 
支 給 総 額   １８１，１２５  千円 

職員１人当たり支給年額   ３２３，４３７   円 

   

１人当たり平均支給額 

               １４，９５８ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    20.445月分     25.55625月分 

  勤続25年    29.145月分      34.5825月分 

  勤続35年    41.325月分        49.59月分 

  最高限度額    49.59月分       49.59月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～３０％加算 
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  カ 扶養手当（平成２７年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度普通会計決算） 

                              ７１，０２６ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度普通会計決算） 

                              ２４２，４０９ 円 

 配偶者                                   月 １３，０００円 

 配偶者以外の扶養親族                         月  ６，５００円 

配偶者がない場合の扶養親族のうち１人                       月 １１，０００円 

 扶養親族のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

  キ 住居手当（平成２７年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度普通会計決算） 

                １５，５４０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度普通会計決算） 

                ３１０，８００ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

    ク 通勤手当（平成２７年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度普通会計決算） 

                ３４，８６９ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度普通会計決算） 

                 ６８，１０３ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額     ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満   ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満   ４，２００円 

   １０㎞以上１５㎞未満   ７，１００円 

   １５㎞以上２０㎞未満  １０，０００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満  １２，９００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満  １５，８００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満  １８，７００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満  ２１，６００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満  ２４，４００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満  ２６，２００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満  ２８，０００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満  ２９，８００円 

   ６０㎞以上       ３１，６００円 
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   ケ 管理職手当（平成２７年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度普通会計決算） 

                 ９２，４６９ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度普通会計決算） 

                 ７５７，９４２ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く。）  １０１，０００円 

 ・部長級の参事       ７８，０００円 

 ・室長級          ７３，０００円 

 ・課長級          ５６，０００円 

 ・副課長級         ３８，０００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５４，０００円 

  ・副院長         １３６，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９１，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長、 ７３，０００円 

  中央放射線室部長 

 ・副薬局長、中央検査科長、 ５６，０００円 

  中央放射線室長、 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長、    ４２，０００円 

  中央放射線室副室長、 

  リハビリテーション副室長 

ｄ 看護師 

 ・副院長         １０３，０００円 

 ・看護局長         ９４，０００円 

 ・看護局次長        ７２，０００円 

 ・看護課長         ５１，０００円 

   ※55歳を超えた職員については、上記手当額から 1.5％を減じた額を支給（医師を除く。） 

 

 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

給  料 
市  長 副市長 

 
 １，０１２，０００円   ８３２，０００円 

報  酬 
議  長 副 議 長 議  員 

   ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

期末手当 

 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

６月期        １．９５ 月分 

１２月期       ２．２  月分 

計       ４．１５ 月分 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

⑴ 勤務時間 

  ア 日曜日及び土曜日に閉庁している職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を６０分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

イ 日曜日及び土曜日又はこれらのどちらかを開庁している職場 

   代表的な職場 

    保育所等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 日曜日及び土曜日又はこれらに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又はそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

(ｳ) 育児休業（平成２７年度） 

 

 

 

 

 

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々少なくとも３０分 １日２回各々少なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

子の看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

短期介護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 

介護休暇 ６月以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得した者   ９ 人 

前年度から引き続いている者  ２０ 人 
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(ｴ) 部分休業（平成２７年度） 

 

 

 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴  分限処分者数（平成２７年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職 １０ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

⑵  懲戒処分者数（平成２７年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  ０ 

停 職  ０ 

減 給  ２ 

戒 告  ０ 

 

 

６ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 人間ドック受診のため  

   イ 研修を受けるため 

   ウ 教員免許更新のための講習に参加するため 

    

 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得した者   ３ 人 
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７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

  ア 内部研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

新任職員研修（1） 

公務員としての心構え、  

勤務条件、人権学習、 

公文書の書き方、接遇 

59 人 事 評 価 研 修 
評価者（面談者）の 

心構え、育成面談演習 
22 

初 級 職 員 研 修 

環境意識、情報発信、 

文書事務、財務事務、 

契約事務 

18 一般職人権研修(2) 人権意識の向上 35 

新 任 課 長 研 修 

市議会の概要、議会 

資料作成、勤務評定に

ついて 

12 労働安全衛生研修 
職場における安全確

保及び安全配慮義務 
46 

不当要求対応研修 不当要求対応 24 工事監督員研修 

建設工事の設計、監督

に必要な基本的な知

識 

51 

主 任 研 修 
給与制度、共済制度、 

事務ミス防止 
43 新任職員研修（3） 

普通救命講習、公務員倫理、 

不当要求対策、エコプラン、 

インターネットトラブル 

35 

係 長 研 修 
勤務条件、服務規程、 

役割認識、リーダーシップ 
37 

災 害 時 高 齢 者 

生 活 支 援 研 修 

高砂市地域福祉計画、

地域福祉に関する意識 
18 

中 級 職 員 研 修 
文書事務、財務事務、 

説明の仕方、契約事務 
46 

メンタルヘルス 

（セルフケア）研修  

ストレスに関する知識、

メンタルケアの重要性 
37 

普 通 救 命 研 修 心肺蘇生法、AED 使用法 64 
メンタルヘルス 

（ラインケア）研修  

メンタルヘルスの現状、 

管理者に求められる役割 
27 

新任職員研修（2） 市内福祉施設見学 19 交通安全実技研修 
交 通 安 全 に 対 す る

意識向上 
18 

一般職人権研修(1) 人権意識の向上 54 
認知症サポーター 

養 成 研 修 

認知症の基礎知識、 

認知症の人への接し方 
44 

コンプライアンス研修 
コンプライアンス違反を

防止する体制づくり 
62 男女共同参画研修 

ドメスティックバイオレンス

についての知識 
31 

広域ごみ処理に 

関 す る 講 演 会 

廃棄物処理と環境・

エネルギー問題 
31 管理職人権研修 

日 常 生 活 に お け る 

人権意識の向上 
100 

健康づくりセミナー  
生活習慣病に対する

知識、予防方法 
32 交 通 安 全 研 修 

交 通 安 全 に 対 す る 

心構え 
85 

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 全国市町村国際文化研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

職場のチーム力アップ 
信頼関係の築き方、

チームビルディング 
1 固定資産税事務 

資産税の理論、土地評価実務

と演習、地方税 
1 

市町村税徴取事務 
国税徴収法、財産調査、

差押え、納税者折衝 
1 固定資産台帳の整備 

固定資産台帳の整備

と活用 
1 
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保育士・幼稚園教諭の 

ための保育行政、 

子育て支援施策の 

最 新 動 向 

子育て支援のあり方、

保育行政、保育相談支援、

発達障害 

1 学習する組織を目指して 
学習する組織とは何か、 

参加体験演習、プランニング  
2 

伝えたいことが伝わる 

自治体広報戦略、 

シティープロモーション 

の 視 点 か ら 

自治体広報の目的と

戦略手法、先進事例、

ソーシャルメディア

の有効活用 

1 

ソリューション 

フォーカスによる 

解 決 構 築 

ソリューションフォーカス

な考え方、活用法 
1 

児童虐待への対応 

児童虐待への対応、

児童相談所との連携、

家族への支援 

1    

 

(ｲ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

研 修 企 画 

担 当 者 研 修 

研修企画の流れとポ

イント、研修の運営及

び評価 

1 監 督 職 研 修 

仕事と人のマネジメ

ント、監督職の役割、

行財政構造改革、公務

員倫理 

3 

公 務 員 倫 理 

指導者養成研修 

公務員倫理指導者と

して必要な知識及び

技術の習得 

1 

人 と 仕 事 の 

マネジメント力 

向 上 研 修 

マ ネ ジ メ ン ト 、 

インバスケット演習、

面接演習 

1 

政策形成実践研修 政策形成論 1 
女 性 リ ー ダ ー 

育 成 研 修 

マ ネ ジ メ ン ト 、 

女性リーダーに期待すること  
1 

クレーム対応力 

向 上 研 修 

ク レ ー ム の 現 状 、 

対 応 基 本 手 順 、 

困難なクレームへの

対応法 

2 行政法（争訟）研修  自治体訴訟の実務 1 

中 堅 職 員 研 修 

交 渉 ・ 調 整 力 、 

政策形成、公務員倫理、  

防災・減災への取組、

キャリア形成 

6 管 理 職 研 修 

地 方 自 治 の 動 向 、 

民 間 企 業 経 営 、 

メ ン タ ル ヘ ル ス 、 

リ ー ダ ー シ ッ プ 

3 

接 遇 指 導 者 

養 成 研 修 

マナーとコミュニケーション、

面接応対、電話応対、

クレーム対応 

1 
市 町 職 員 

第 １ 部 研 修 

変革時代の地方自治、

住民対応力、課題解決力、

公務員倫理 

16 

政 策 づ く り の 

基 本 研 修 
政策形成論 1    

 

(ｳ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

新任職員研修 
地 方 自 治 制 度 、 

地方公務員制度、接遇等 
12 政 策 形 成 研 修 

情 報 分 析 の 基 礎 、 

データ活用の基礎 
2 

ロ ジ カ ル ・

ライティング研修 

論理的でわかりやすい 

文書作成の基礎等 
2 

法 的 思 考 力 

養 成 研 修 

法的思考、社会における

紛争と法 
4 

モチベーション 

マネジメント研修 

モチベーションマネジメント、

部下への動機づけ 
3 

プレゼンテーション 

能 力 向 上 研 修 

プレゼンテーション

の重要性、進め方、

ブラッシュアップ 

2 
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意 思 決 定 能 力 

強 化 研 修 

行政環境変化と組織決定、

戦略と業務 
2 徴収事務研修 

地方税法総則、滞納整理、

事例研究 
1 

リーダーシップ研修 
指導に当たっての心得、

ほめ方・叱り方 
3 

クレーム対応力 

強 化 研 修 

クレーム対応の基礎知識、

心構え、技法 
2 

業務改善推進研修 
戦略的業務改善、方針

管理との連動 
2 

住 民 応 対 能 力 

向 上 研 修 

CS へのアプローチ、

事例研究 
3 

ヘビークレーム対応  

能 力 向 上 研 修 

ヘ ビ ー ク レ ー ム に

対する心得、断り方 
2 法 制 研 修 

法制執務総論、法令の

形式・解釈、改廃 
1 

住 民 税 課 税 

事 務 研 修 

地方税法総則、住民税、

所得税、事例研究 
1 

危機発生時におけ 

るマスコミ対応研修  

クライシス・コミュニ

ケーション、マスコミ

対応、事例紹介 

3 

ロジカル・コミュ 

ニケーション研修 

論理的でわかりやすい

伝達技術 
1 

対人折衝・交渉力 

強 化 研 修 

交 渉 の 展 開 話 法 、

説得・交渉の重層構造 
2 

メンタルヘルス 

（ラインケア）研修  

メンタルヘルス対策

の意義、メンタルヘルス

不全者の対応 

4 メンタルタフネス研修 

メンタルタフネスの

重要性、メンタルタフネス

のための実践 

4 

議会答弁実務研修 
地 方 議 会 の 役 割 、

答弁書の作成 
2 OJT 実践研修 

部下指導・育成の核心、

コミュニケーション

スキル 

2 

 

 (ｴ) 兵庫県市町振興課又は(財)兵庫県市町村振興協会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

地 方 債 事 務 

担当職員研修 

地方債制度、平成 27 年度

の改正点 
3 人事評価制度研修 

総務省からの説明、

円滑な導入と運用 
1 

給与事務担当 

職 員 研 修 

給与実務の基本、給与

制度運用上の実務 
1 

選 挙 事 務 担 当 

職 員 研 修 

選挙管理の留意点、

選挙運動、政治活動 
1 

地方公営企業会計 

担 当 職 員 研 修 

財 務 会 計 の 基 礎 、 

新公営企業会計の概要 
1 パ ソ コ ン 研 修 

初級、中級、上級、エ

クセル応用、アクセス

一般・応用、パワーポ

イント一般・応用、情

報セキュリティ 

36 

マイナンバー制度 

導 入 説 明 会 

マイナンバー制度の

概要、マイナンバー

ガイドラインの概要 

1 
徴 収 事 務 担 当 

職 員 研 修 

徴収関係法令、総則の

実務、滞納整理の実務 
2 

財政担当職員研修 
財政健全化法、地方公

会計改革 
2 

法 制 執 務 担 当 

職 員 研 修 

法令の形式、法令の改廃、

法令用語、条例の改正

演習 

1 

人事・労務担当 

職 員 研 修 

職 場 の 安 全 衛 生 と

改正労働安全衛生法、

職場のメンタルヘルス

対策 

2 
新地方公会計の 

整備に関する研修 

地方公会計の整備促進、 

財務書類作成要領、

資産評価 

2 

地方公営企業会計 

の適用・経営戦略 

策定に係る実務研修 

地方公営企業会計の

適用、経営戦略の策定 
2    
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(ｵ)  兵庫県まちづくり技術センターへの派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

土地区画整理研修 

土地区画整理の仕組み、

換地設計・換地計画の

仕組み 

2 建 設 基 礎 研 修 

土木技術者の役割、

用地取得事務の概要、

土木工事の積算 

1 

A s 舗 装 修 繕 ・ 

設計演習に関する 

技 術 講 習 会 

ア ス フ ァ ル ト 舗 装

設計演習、舗装の維持

補修と工法の選定 

1 
道路計画演習に 

関する技術講習会 

道路計画、道路の基本

条件、道路線形、道路

計画演習 

1 

市町建設事業担当 

職 員 災 害 復 旧 

実 務 研 修 

公共土木施設災害復旧 

制度、査定設計書作成、

災害査定の基礎 

1 
交差点計画演習に 

関する技術講習会 

交差点を計画するた

めの道路構造令、設計

演習、計画立案 

1 

構造物（擁壁） 

設計演習に関する 

技 術 講 習 会 

重力式擁壁及び逆T式

擁壁の計算、演習 
1 現 場 研 修 土木建設現場視察 1 

河 川 講 習 Ⅱ 
河川維持管理計画、

老朽化対策、点検管理 
1 

コンクリート構造物 

の施工と維持管理 

に関する技術講習会 

コンクリートの施工

管理、調査診断、劣化

原因とその影響 

1 

地盤調査（構造物

基礎設計）･土質試

験演習に関する技

術講習会 

地盤調査の計画と結果 

の評価、ボーリング作業 

（標準貫入試験）の 

実地研修 

2 

支持力計算演習 

（直接基礎・杭基礎設計） 

に関する技術講習会  

支持力計算、直接基礎、 

杭 基 礎 の 設 計 及 び

演習、構造物基礎工の

基本 

1 

まちづくり研修 
防災まちづくりの意義、

安全な市街地の形成 
1 

現 場 監 督 

実 務 研 修 Ⅱ 

現場監督員の仕事と

役割、連続立体交差点、

鉄筋コンクリート構

造物の施工管理 

2 

下水道に関する 

技 術 講 習 会 

下水道の長寿命化計画

の策定手法 
2 

仮設構造物設計 

演 習 に 関 す る 

技 術 講 習 会 

設計法の概要と地盤

調査、設計外力と例題

解説 

3 

河 川 講 習 会 Ⅰ 
河川計画、河川事業の

進め方 
2 

現 場 監 督 

実 務 研 修 Ⅰ 

工事の品質管理と検査、

アスファルト舗装の

出来形・品質管理 

3 

 

 (ｶ) 日本経営協会への派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

地方公営企業に 

おける消費税・

会計処理の進め方 

消費税の概要、仕入れ

に関わる消費税の特

例、決算報告書と財務

諸表における消費税 

1 
病院・医院のための 

原価計算入門セミナー 

原価計算の基礎、医業

経営における部門別原

価計算 

1 

地方公営企業会計 

基 準 に 基 づ く 

平成 27 年度決算と 

平成 28 年度予算 

準 備 の 進 め 方 

新地方公営企業会計

制度の概要、予算・決算 

制度の概要と予算・決算

の作成実務 

1 
土木工事技術検査 

の具体的な進め方 

工事検査の法的根拠、

技術検査の進め方 
1 
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滞 納 整 理 実 務 

講 座 （ 中 級 ） 

国税徴収法の概要、

滞納処分の根拠規定、

財産別調査と差押え 

1 

戸籍実務の基本と 

窓 口 対 応 事 例 

検 討 講 座 

戸籍訂正の仕組み、 

出生・認知・縁組・ 

離縁・婚姻・離婚・

入籍の基礎、窓口事例 

1 

自治体職員のための 

債権管理・回収の 

実 務 知 識 研 修 

公債権と私債権の違い、

債権管理の流れ、債権

管理条例 

2 
空き家対策条例を 

めぐる課題と対応 

特措法の概要、課題と

今後の対応、市町村条

例の方向性と枠組み 

1 

女性リーダーのための 

エンカレッジ（応援）研修 

女性キャリアの現状、

自己のモチベーション 

の高め方、リーダーシップ

スタイル 

1    

    

(ｷ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 
人員

（人） 
研修名 研修内容 

人員

（人） 

広報基礎講座 

広報写真の活用法、 

企画・取材のノウハウ、 

効果的な編集とレイアウト 

1 
衛 生 管 理 者 

受 験 講 習 会 

衛生管理者試験対策、

解答と解説 
1 

公共施設等総合 

管理計画とその 

実 践 的 展 開 

公共施設等総合管理

計画、現状把握と情報

管理 

1 防火管理講習 

防火管理の意義及び

制度、火気管理、消防

計画 

1 

橋 梁 設 計 研 修 

構造力学、耐震設計、

コンクリート橋・鋼橋

の計画及び設計 

1 
公務災害補償事務 

担 当 者 研 修 

公務災害制度、公務災害・

通勤災害の認定基準 
4 

地方自治体に求められる

これからの庁舎・

窓口づくりセミナー

２０１５ 

庁舎整備事業の取組み、 

住 民 目 線 に 立 っ た

自治体庁舎 

3 
新行政不服審査法 

講 演 会 

行政不服審査法の改正 

意義、審査手続の演習、

事例研究 

1 

兵 庫 県 市 長 会 

調 査 研 究 事 業 
目標管理、人事評価制度  1 子育て支援員研修 

子ども・子育て家庭の

現状、保育の原理、

地域子育て支援事業

拠点の全体像 

3 

建築構造審査研修 

建築基準法等の最近

の動向、構造審査の

ポイント 

1 
東播磨地域不当要求 

防止対策研修会 

不当要求行為の事例、

護身術、刺又の使用法 
7 

ワーキングマザー 

向けキャリア研修 

ワーキングマザーの

課題、キャリア形成 
2 

研 修 担 当 者 

レベルアップ研修 

研修の企画・運営・ 

効果測定・フォローアップ 
1 

若手社員研修 

主体的行動のための

スキル・目的意識・仮

設思考・判断基準 

1    

 

(ｸ) 先進都市派遣研修 

派遣先都市名 研修内容 
人員

（人） 
派遣先都市名 研修内容 

人員

（人） 

新潟県長岡市 

東京都青梅市 

市庁舎整備計画に伴

う先進事例の調査 
2 

神奈川県横浜市 

千葉県富津市 

こども園での取組み、

保育の実態及び課題 
2 

千葉県柏市 
短期救命講習授業、こ

ども救命士 
2    



 

16 

（ｹ）各任命権者の研修 

上記のほか各任命権者においても必要な研修を実施 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

   昇任、昇格試験 

  ア 実施月  平成２７年８月 

  イ 対象者  平成２８年４月昇任、昇格者 

   (ｱ) 係長級昇任試験受験者    ２９人 

   (ｲ) 係長級昇任者         ８人 

   (ｳ) ４級昇格者         １０人 

   (ｴ) ３級昇格者         ２６人 

   (ｵ) ２級昇格者         ３５人 

 

 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

 

   (ｲ) 掛金と負担金 

  平成２７年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 給料月額 １７２．５５ ２２３．７４１３ ３９６．２９１３ 

賞 与 支給総額 １３８．０４ １７８．９９３ ３１７．０３３ 

 

   (ｳ) 保険給付事業（健康保険及び国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保険給付 

療養の給付、療養費、出産費及び埋葬料 

    ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 

    ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 

 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

     退職共済年金  （申請件数  ４７人） 

    ｂ 障害給付 

     (a) 障害共済年金  （申請件数  １人） 

     (b) 障害一時金   （申請件数  ０人） 

    ｃ 遺族給付 

     遺族共済年金  （申請件数   １人） 

    ｄ 基礎年金 

     老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

   (ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う。） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ２９０人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ５２人） 
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     (d) 子宮がん検診助成  （ １７５人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

   

イ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号） 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 

   (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－児童手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

職   種 負 担 率 理事長が定める率 

一般職員 １．１４／１０００ １．０１３ 

清掃職員 ３．４５／１０００ ０．９７９ 

消防職員 ２．０４／１０００ １．０１３ 

教育関係職員 １．１１／１０００ １．００４ 

水道・下水道職員 １．７２／１０００ ０．９９９ 

   (ｴ) 認定件数      ５件 

  

 ウ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断       受診者数【市全体】 ８７２人 

    ｂ 特殊健康診断 

     ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】  ７６人 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

取扱金融機関（９社） 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者     ６人 

ｂ ３０年勤続者    ２１人 

 

  エ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，１２０人（平成２７年４月現在） 

   (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 

評議員（２０人） 

    ｂ 理事会 

理事（６人） 

    ｃ 事務局 

理事長、副理事長及び事務局長 

   (ｳ) 掛金と負担金（平成２１年１０月以降休止） 

    ａ 掛金 

     給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

     給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     (a) 死亡弔慰金     （ ０人） 
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     (b) 結婚祝金      （ ０人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （ ０人） 

     (e) 脱退給付金     （ ０人） 

 

    ｂ 貸付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     生活資金の貸付け及び災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金（平成２１年１０月以降休止） 

     (b) 宿泊施設利用助成（助成券及び助成金）（平成２１年１０月以降休止） 

     (c) チケットのあっせん（互助会が助成しないものについては、平成２１年１０月以降も継続） 

 

⑵ 利益の保護の状況 

  ア 措置要求     １件 

  イ 不服申立て    １件 


